
（平成２２年９月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

広島国民年金 事案 962 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 16 年 10 月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 16年 10月 

 私は、平成 16 年 10 月に社会保険事務所（当時）で国民年金の任意加入

手続を行い、65歳になるまで国民年金保険料を納付した。 

納付した時期及び納付した金融機関等は、はっきりとは覚えていないが、

一連で綴
つづ

られている納付書の中の平成 16 年 10 月分だけが納付漏れとなる

はずはなく、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、１か月と短期間であるとともに、申立人は、厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した昭和 61 年 12 月１日に国民年金の被保険者資格を再

取得したときから 60 歳到達により被保険者資格を喪失した平成 16 年＊月＊

日までの期間、及び同年 10 月１日に国民年金に任意加入し 65 歳到達により

資格を喪失した 21 年＊月＊日までの期間のうち、申立期間を除く国民年金の

加入期間については、国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、任意加入期間のうち平成 18 年５月分からの保険料の納付

については、口座振替に切り替え、口座振替による前納も利用するなど、申

立人の任意加入期間当時における納付意識は高かったことがうかがわれる。 

さらに、申立人は年金の受取額を多くするため任意加入したとし、社会保

険事務所から送付されてきた国民年金の納付書は、一連の綴
つづ

り（平成 16 年

10 月から 17 年３月までの保険料を一括して納付するための前納用納付書及

び 16年 10月から 17 年３月までの各月ごとの納付書）となっており、当該納

付書を金融機関に持参し、窓口で納付したと申し立てていることから、申立

期間だけ未納となっているのは不自然である。 

加えて、申立人が納付したとする保険料額は申立期間当時の保険料額とお



 

  

おむね一致している上、社会保険事務所が平成 16年 10月 15日に納付書を発

送したことが確認できることから、申立人が申立期間の保険料を納付したと

している時期（平成 16 年 11 月初旬）に不自然さはうかがわれないほか、申

立期間直後の同年 11 月及び同年 12 月分の保険料については、同年 12 月 17

日に納付されたことがオンライン記録上確認出来るため、送付されてきた納

付書で、納付期限が先に来るものから随時納付していたと考えるのが自然で

ある。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

広島国民年金 事案 966 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年４月から同年６月までの国民年金保

険料については、付加保険料を含めて還付されていないものと認められるこ

とから、還付について記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 58年２月から同年６月まで 

   私は、昭和 58 年２月に就職したが、事業所から、すぐに厚生年金保険に

加入させることができないため、しばらく国民年金保険料を納付しておく

ように言われたので、申立期間の保険料を集金組織で納付した。その後、

58 年５月に、事業所から、同年２月にさかのぼって厚生年金保険に加入さ

せると言われたことから、Ａ町役場（現在は、Ｂ市）に出向いて保険料の

還付手続をしようとしたが、担当者からそのままにしておくように言われ

たので、手続はしていない。 

保険料の還付を受けた記憶がないにもかかわらず、申立期間が還付済み

となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含む昭和 58 年１月から同年３月までの期間及び同年

４月から同年６月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付した

ことを示す領収書を所持している。 

また、申立期間のうち、昭和 58 年４月から同年６月までの期間については、

上記の領収書により金融機関で同年６月 25 日に納付されたことが確認できる

が、市町村の国民年金被保険者名簿には、国民年金保険料の納付を示す記載

が無く、「カンプ」の記載があるのみで、還付金額及び還付年月日の記載が

無い上、市町村役場は、還付決定や還付金の支払いを市町村役場で行ったの

かは不明であるとしており、申立人の記録管理が適切に行われていなかった

可能性がうかがわれる。 

一方、申立期間のうち、昭和 58 年２月及び同年３月の期間については、申



 

  

立人の特殊台帳に還付期間、還付金額及び還付決定日が具体的に記載されて

おり、この記載内容に不合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還

付を疑わせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年４月から同年６月までの付加保険料を含む国民年金保険料について、

還付されていないものと認められる。 

 



 

  

広島厚生年金 事案 1559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ事業所に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 12 年９月

28 日とされているところ、同日から同年 10 月２日までの期間は、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない被保険者

期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立事業所における資格取得日を同年９月 28 日とし、申

立期間の標準報酬月額を 59万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 12年９月 28日から同年 10月２日まで 

私は、平成７年１月にＡ社に就職し、９年９月 16 日からはＡ社Ｂ事業所

に勤務している。Ｂ事業所に異動した当初、給与はＡ社から支給されてい

たが、12 年９月分の給与からＢ事業所で支給されることになり、厚生年金

保険被保険者資格もＢ事業所で取得する手続をした。 

しかし、事務担当者がＢ事業所に係る被保険者資格の取得日を誤って平

成 12 年 10 月２日と届け出たために、同年９月が未加入期間となっている

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日が平

成 12 年９月 28 日とされ、現在まで継続しているが、当該被保険者期間のう

ち、同年９月 28日から同年 10月２日までの期間は、厚生年金保険法第 75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない被保険者期間と記録され

ている。 

しかしながら、Ｂ事業所が保管する職員名簿及び申立人に係るタイムカー



 

  

ド等により、申立人は、申立期間においてＢ事業所に継続して勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ事業所における平

成 12年 10月のオンライン記録から 59万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人の被保険者資格取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に誤って提出したことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る平成 12 年９月の厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

  

広島厚生年金 事案 1560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 43 年３月 29 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万円

とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 43年３月 29日から同年４月８日まで                           

    私の夫（故人）は、Ａ社Ｃ支店で勤務していたが、昭和 43 年春に同社Ｂ

支店に転勤となった。 

同社Ｃ支店での厚生年金保険の資格喪失日が昭和 43 年３月 29 日で、同

社Ｂ支店での資格取得日が同年４月８日となっており、被保険者期間に１

か月の空白期間が生じているので、訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ支店から提出された回答書及び雇用保険の被保険者記録により、申

立人は、申立期間においてＡ社Ｂ支店に正社員として勤務し（同社Ｃ支店か

ら同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められる。 

なお、異動日については、Ａ社Ｃ支店は不明としているものの、同社Ｂ支

店の同僚は「私は昭和 43 年４月４日か４月３日でＡ社Ｂ支店に赴任した。

その時点で申立人は同支店にいた。」としていることから、昭和 43 年３月

29日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 43 年４月の記録から、３万円とす



 

  

ることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行について、事業主は、厚生年金保険の資格取得及び喪失を証明する書類

は現存していないため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

広島厚生年金 事案 1561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立人に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 25年７月 24日から 31年９月 21日まで 

             ② 昭和 31年 10月２日から 34年１月 30日まで 

私が、昭和 25 年７月 24 日から 31 年９月 21 日まで勤務したＡ社Ｂ事業

所及び 31 年 10 月２日から 34 年１月 30 日まで勤務したＣ社Ｄ事業所での

厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金を受給したことになってい

るが、私は脱退手当金を受給した覚えは全く無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前にある被保

険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、

申立人がこれを失念するとは考え難い上、申立人の同僚調査から、事業所に

おいて事業主による代理請求が行われていた可能性がうかがえるものの、申

立人については、未請求の被保険者期間及び申立期間①に係る被保険者期間

は同一の被保険者記号番号で管理されていることから、代理請求においても、

支給されていない期間が存在することは事務処理上不自然である。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において、脱退

手当金が支給された記録となっているＣ社Ｄ事業所における厚生年金保険被

保険者台帳記号番号が、未請求の被保険者期間の同記号番号に、時期は不明

であるものの重複取消がなされていることが確認できるところ、支給日以前

に同処理が行われていたとすると、未請求の期間が漏れることは不自然であ

る上、支給日以後に同処理が行われたとすると、支給された期間と未請求の

期間の番号を同一の番号として処理することも不自然であることから、事務



 

  

処理上、不自然な記録管理となっている。 

さらに、申立人は脱退手当金が支給決定されたこととされている日から間

もなくして別の事業所に再就職し、厚生年金保険の被保険者となっているこ

とを踏まえると、その直前に脱退手当金を請求するというのは不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



 

  

広島厚生年金 事案 1567 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年２月１日から同年６月１日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 36 年２月１日に、資格

喪失日に係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額につい

ては、同年２月から同年４月までは１万 2,000 円、同年５月は１万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 34年５月から 37年３月まで 

    私は、約２年から３年の間、Ａ社で、鉄道会社の電化に伴う基礎工事と

して、線路脇にポールを立てる仕事をしていた。同社における申立期間当

時の身分証明書と現場責任者であった「Ｂ氏」の名刺を所持しており、こ

の名刺の裏に書いた給与明細によれば、厚生年金保険料が控除されている

にもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立事業所の身分証明書の発行日が昭和 36 年２月１日と

記載されていることから、申立人は、申立期間のうち、少なくとも同日以降

は申立事業所に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が提出した申立事業所の現場責任者「Ｂ氏」の名刺の裏に記

載された給与明細によれば、４月分は「基本給等の合計１万 2,940 円」及び

「厚生年金 315 円」、５月分は「基本給等の合計１万 8,160 円」及び「厚生

年金 315 円」の記載が認められるところ、申立期間の中で４月及び５月が連

続するのは、申立事業所が適用事業所となった昭和 35 年６月 13 日以降では、

36 年のみであることを踏まえると、当該記載内容は、同年４月及び５月の給

与明細書を書き写したものと考えられるとともに、厚生年金保険料額 315 円



 

  

は、標準報酬月額１万 8,000円に見合う保険料額と一致している。 

さらに、同僚は、「社員は全員、厚生年金保険に加入しており、私もいや

いや保険料を控除されていた。」としており、申立人も社員となったことが

確認できる昭和 36 年２月１日以降は、保険料を控除されていたと考えても不

自然ではない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年２月

から同年５月までの保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提示した名刺の

裏に記載されている報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、昭和 36 年２月

から同年４月までは１万 2,000 円、同年５月は１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立事業所は事業を廃止しており、事業主に確認することはできないが、申立

期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険番号に欠番が見当たら

ないことから、申立人の記録が失われたことは考えられない上、被保険者資

格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所（当時）が申立

人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業主から当該社会保

険事務所への被保険者資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 36 年２月から同年５月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間の厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 34 年５月から 36 年１月までの期間及び同年

６月から 37 年３月までの期間については、申立人が記憶する前記の現場責任

者は申立人のことを記憶しておらず、申立人の具体的な勤務実態を確認する

ことができない。 

また、申立人は「正社員だったが、会社から健康保険証をもらった記憶は

無い。」としている上、申立事業所は、昭和 35 年６月 13 日に厚生年金保険

の適用事業所となっていることから、申立期間のうち、34 年５月から 35 年

５月までは厚生年金保険に加入することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年５月から 36 年１月までの

期間及び同年６月から 37 年３月まで期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は所持して



 

  

おらず、ほかに申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、昭和 34 年５月から 36 年１月までの期間及び同年６月から 37

年３月まで期間については、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



広島国民年金 事案 956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年８月から８年７月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成７年８月から８年７月まで 

私は、申立期間当時は生活が苦しく、国民年金保険料を納付できなかった

が、平成８年８月にＡ社に就職し、約１年後の９年６月に満額の賞与が支給

された。このため、さかのぼって保険料を納付しようと思い、Ｂ市Ｃ区役所

で手続を行い、毎月納付できる納付書の綴
つづ

りを受け取り、９年７月か８月ご

ろに、給与振込口座のＤ銀行Ｅ支店で 10万円以上を引き出し、同年８月に、

納付可能であった申立期間の保険料の 15 万円ぐらいを金融機関で一括して

振り込んだことを記憶している。 

申立期間が未納とされていることに納得できないので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成９年７月又は８月ごろにＤ銀行Ｅ支店の自身の口座から 10

万円以上を引き出し、同年８月に申立期間の保険料として 15 万円ぐらいを一

括して納付したと申し立てているところ、Ｄ銀行Ｅ支店における申立人の取引

口座の要払性預金取引明細書を確認したが、申立人が同年８月時点で納付可能

であった期間の保険料額を引き出したとする同年７月及び同年８月には、10

万円以上の出金は無く、同年６月 25日に 20 万円の出金は確認できるものの、

申立人は同年６月の出金については金額及び使途に記憶は無いとしている。 

また、Ｂ市の申立人の国民年金被保険者名簿には申立期間に係る保険料につ

いて過年度納付の記録は無い上、同市Ｃ区役所では、申立期間当時の過年度保

険料に係る納付書は、４枚複写式の一括納付書であり、申立人が記憶する毎月

納付できる綴
つづ

りの納付書ではなかったとしている。 

さらに、オンライン記録により、申立人に対し平成９年６月９日に納付書が



作成されていることが確認でき、この時点では、申立期間の保険料は納付可能

であったものの、10 年６月９日に改めて納付書が作成されていることが確認

できることから、当該時点においても、申立期間の保険料が納付されていなか

ったことがうかがわれる。なお、当該時点では、申立期間のうち、７年８月か

ら８年５月までの保険料は時効により納付できないことから、この期間の納付

書は作成されていなかったものと考えられる。 

加えて、申立人が国民年金保険料をさかのぼって納付したとする平成９年８

月は、基礎年金番号導入後であり、行政側の記録管理に記録漏れ及び誤りが生

ずる可能性は低く、申立人が銀行で納付した記録が漏れることは考え難い。 

このほかに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島国民年金 事案 957 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年４月から平成５年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 32年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 57年４月から平成５年３月まで 

私は、昭和 59 年６月又は同年７月ごろに国民年金の加入手続をＡ市役所

で行い、その際に納付可能な期間の保険料を約３年分（金額は、25 万円程

度）納付書で納付した。その後の保険料については、口座振替で納付したと

思うので、申立期間が未納期間とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市役所において昭和 59 年６月又は同年７月ごろに国民年金の

加入手続を行ったとしているが、申立人に係る戸籍の附票により、申立人が申

立期間当時の住所地とするＡ市Ｂ町に住所を定めた日は、平成元年７月１日で

あることが確認できることから、申立人が加入手続を行ったとする時期には同

市に住民票を移していないため、同市において加入手続を行うことはできない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、平成元年７月又は同年

８月ごろと推定され、当該時点では、申立期間の一部の保険料は時効により納

付できない。 

さらに、申立人は、Ａ市役所において国民年金に加入後の保険料を口座振替

により納付していたとしているところ、申立人が口座振替により国民年金保険

料を納付していたとするＣ銀行の申立人に係る昭和63年４月26日から平成５

年８月 16 日までの預金取引明細表を見ると、国民健康保険料を口座振替によ

り納付していた記録は確認できるが、国民年金保険料を口座振替により納付し

ていた記録は確認できない。 

加えて、申立人は、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行った際に、納

付可能な期間の保険料を約３年分まとめて納付書により納付したとしている

ところ、同市は、申立期間当時は社会保険事務所（当時）に代わって過年度納



付書を作成する業務は行っていなかったとしており、申立人の主張と相違する

上、オンライン記録により、申請免除であった期間を含む平成５年４月から７

年 10月までの２年７か月分の保険料を、７年 10月 30日に一括で納付してい

ることが確認でき、申立人の主張する約３年分の保険料の納付に係る記憶はこ

のときのものと考えるのが自然である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島国民年金 事案 958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和60年10月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 60年 10月から平成２年３月まで 

私は、Ａ社を退職した昭和 60年 10月ごろにＢ市役所で国民年金の加入手

続を行い、自宅に毎月集金に来ていた市役所の職員に、国民年金保険料と年

金手帳を渡し、手帳に検認印を押してもらっていた。 

母子家庭で生活が苦しかったので、遅れながらもなんとか期限内に保険料

を納付していたところ、同市職員から免除申請を勧められたため、初めて免

除制度があることを知り、申立期間後の平成２年度の保険料については免除

の申請手続を行ってもらった。 

申立期間に一度も保険料を納付しなかったことは無いので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は、毎月集金に来たＢ市の職員に納付

し、年金手帳に押印してもらっていたとしているが、同市では、現年度保険料

の未納者に対し、市職員が直接訪問して保険料を収納していたことはあるもの

の、申立期間当時は納付書による納付方式であり、手帳による押印検認は行っ

ていなかったとしている。 

また、申立人は、遅れながらも保険料を納付しており、集金に来ていたＢ市

職員に勧められ、免除の申請手続を行ってもらったとしているが、同市では、

保険料が納付できず未納が続いている者に市職員が保険料の免除申請を勧め

ることはあり得るものの、継続して納付している者に免除申請を勧めることは

考え難く、市職員が免除申請の手続の代行を行うことも考え難いとしている。 

さらに、申立人のＢ市の国民年金被保険者名簿では、任意加入した昭和 45

年８月 25日から 49年９月までの保険料は納付済みであるが、申立期間を含む



57 年９月から申請免除の記録のある平成２年４月までの期間はすべて未納と

記録されている。 

加えて、オンライン記録では、申立人が国民年金に任意加入した昭和 45 年

８月の時点に申立人に払い出された国民年金手帳記号番号は、平成９年１月に

基礎年金番号となっているが、申立期間直前の昭和 57年 10月１日から 60年

10月 19日までの厚生年金保険手帳記号番号の記録と平成 16年 1月 15日に統

合されている。このため、16 年１月までは、申立期間に係る国民年金の記録

は、昭和 57 年９月から申請免除の記録のある平成２年４月までの期間はすべ

て未納とされており、Ｂ市の被保険者名簿の記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島国民年金 事案 959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年３月から６年１月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成５年３月から６年１月まで 

私は、勤務していたＡ国にある会社を平成６年２月に退職し、帰国後国民

年金に加入した。７年３月に再びＡ国へ出国することとなり、国民年金の任

意加入の手続を役場で行った。その際、申立期間について、役場の担当者は

さかのぼっての加入・納付はできないと主張したが、社会保険事務所（当時）

に確認してもらって加入手続を行い、国民年金保険料を約 20 万円ぐらい納

付したのに申立期間が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成６年２月にＡ国から帰国した際に国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は平成７年３月ごろに払

い出されたと推定され、強制加入期間となる６年２月４日にさかのぼって被保

険者資格を取得したものと推認される。 

また、申立人は、平成７年３月に再度Ａ国へ出国することとなりその際に申

立期間の加入手続及び保険料の納付を行ったと主張しているが、海外在住者は

国民年金の任意加入者となり、当該時点では、制度上、さかのぼって被保険者

資格を取得することはできない。 

さらに、平成７年３月に申立人に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付

を行ったとする申立人の妻は、さかのぼって保険料を約 20 万円ぐらい納付し

たとしているところ、オンライン記録により平成５年度のうち平成６年２月及

び３月分の保険料は過年度保険料として、６年度（平成６年４月から７年３月

分）の保険料は現年度保険料として納付していたことが確認できる上、当該期

間の保険料額は 15 万 4,200 円で、申立人の妻が一括して納付したとする額と

大幅な違いは無いことから、申立期間を含めて納付したとする保険料と納付済



みである５年度のうち６年２月及び３月並びに６年度の保険料とを混同して

いる可能性がうかがえる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



広島国民年金 事案 960 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年８月及び同年９月 

私は、両親に国民年金への加入を強く勧められたため、平成 12 年１月ご

ろにＡ町役場で国民年金に加入し、昭和 57 年８月及び同年９月の保険料を

納付した。 

申立期間の保険料を納付したことを示す領収書等は無いが、未加入とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録及び申立人の所持する年金手帳により、平成 12

年１月 27 日に国民年金の被保険者資格を取得していることが確認できること

から、申立期間は未加入期間となり、制度上、納付書が発行されることは無く、

国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立人は、平成 12 年１月ごろに国民年金の加入手続を行い、申立期

間の保険料を納付したとしているが、国民年金保険料は納付時からさかのぼっ

て２年を超える期間については、時効により納付することができない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ町役場の窓口で納付した

としているが、過年度保険料は国庫金に当たるため、市町村役場の窓口で納付

することはできない。 

加えて、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払い出されていること

をうかがわせる事情も見当たらず、このほか、申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



広島国民年金 事案 961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年５月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ：  昭和 57年５月から同年 10月まで 

    申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付は自分で行ったと思う

が、手続をした日付けまでは覚えていない。申立期間の保険料の納付時期は、

昭和 61年 12月に結婚する前後で、私が夫の社会保険の被扶養者となったこ

ろと思う。おそらくＡ市役所で「国民年金の未払いが何か月かあるので、こ

れがあると年金額が少なくなる。」と言われ、未納となっている期間は払わ

ないといけないと思い、申立期間を含めて当時の記録では納付記録が無かっ

た数か月分の保険料を、さかのぼってその時にまとめて１回で納付したのだ

と思う。 

申立期間について、納付した記録となっていないのは納得できないので記 

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、年金手帳を２冊所持しており、このうち１冊の年金手帳には、国

民年金の「初めて被保険者となった日」欄には記載は無いが、別の１冊の年金

手帳には、「国民年金の記録（１）」の「被保険者となった日」欄に資格取得

日は昭和58年５月10日と記載されており、この日付はオンライン記録と一致し

ている。 

なお、オンライン記録の国民年金被保険者資格取得日は、厚生年金保険の加

入期間が統合されたことにより、同年５月11日に訂正されている。 

また、申立人のオンライン記録によると、申立人は、国民年金の資格を強制

加入被保険者として昭和58年５月11日に取得していることから、申立期間は未

加入期間であり、制度上、保険料は納付できない期間である上、ほかに別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていた事情はうかがえない。 



さらに、申立人は、申立期間に係る保険料の納付時期は、Ａ市役所で昭和61

年12月前後であると申し立てているが、仮に、申立期間が国民年金の加入期間

であったとしても、当該時点では、申立期間の保険料は、時効により納付する

ことができない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



広島国民年金 事案 963 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13年４月から同年７月までの期間、15年５月及び同年７月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 13年４月から同年７月まで 

         ② 平成 15年５月 

         ③ 平成 15年７月 

私は、平成７年４月からの４年間と 12 年４月からの４年間の２度、学生

であった。私が２度目の学生だった期間の国民年金保険料は、支払いが遅れ

たものの、母が数か月分ごとにまとめて支払ってくれた。また、学生納付特

例の制度を利用し、後から支払ってくれた期間もある。 

申立期間①、②及び③は、学生だった期間であり、数か月分の保険料を納

付していないことは考えられず、申立期間が未納期間となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人は、その母親が国民年金保険料を納付したと主

張しているところ、その母親は、保険料をＡ金融機関の支店で納付したとし

ていることから、Ａ金融機関に対し、平成 14年７月から 17年７月までの間

において、支店が取り扱った「領収（納付受託）済通知書」（以下「通知書」

という。）について照会した結果、申立期間の申立人に係る通知書は確認で

きなかった。 

２ 申立期間①について、申立人の母親は、「申立期間当時の保険料の納付方

法は、督促状が届いた後、娘に今回限り私が払うと言って未納期間を確認し、

約１年分くらいの保険料を数か月分ずつ２回から３回に分けて支払ったと

思う。」と説明しているところ、このことは、オンライン記録における平成

13年８月から 15年３月までの納付済みの記録とおおむね一致していること

が確認できることから、同人の説明は、当時、申立人が滞納していた保険料



を過年度納付したものであると考えられる。 

また、通知書により、保険料が納付済みとされている平成 14 年１月から

同年６月までの期間の納付書は、15年９月 12日に発行されていることが確

認できることから、申立人の母親から保険料を納付する意向を受けた社会保

険事務所（当時）は、15年９月 12日の時点で時効期間が経過していない 13

年８月から 15 年３月までの期間の納付書を発行したと推認され、その時点

では申立期間①に係る保険料は、時効により納付できない期間であったこと

がうかがわれる。 

３ 申立期間②及び③については、オンライン記録によると、その前後の平成

15年４月及び同年６月の保険料は、それぞれ 16年６月２日及び同年７月 11

日に過年度納付されており、申立人の母親の主張とは異なる納付状況である

上、同人は、申立期間②及び③に係る保険料の納付に係る記憶があいまいで

ある。 

また、平成 15 年４月及び同年６月の保険料は、それぞれ申立人が就職し

て２か月後及び３か月後に納付されているが、このことについて、申立人は、

「自分は、そのころは、お金も無かったし、学生時代の保険料は払ったこと

はない。」と主張しており、申立人も申立期間②及び③に係る保険料を納付

した状況はうかがわれない。 

４ このほか、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料

を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



広島国民年金 事案 964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 43年７月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

また、昭和 46年７月から 47年３月までの国民年金保険料を重複して納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

 生 年  月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立  期 間 ： ① 昭和 36年４月から 43年７月まで 

② 昭和 46年７月から 47年３月まで 

私は、昭和 32年７月から 43年８月まで共済組合に加入していたが、この

間、36年４月から 43年７月までの国民年金保険料を納付していたのに、社

会保険事務所（当時）に尋ねたところ、当該国民年金保険料は平成 12 年６

月９日に既に還付されているとの回答があったが、私は還付を受けた記憶が

全く無いので、記録を訂正してほしい。 

また、私が所持する領収証書を確認したところ、昭和 46 年７月から 47

年３月までの９か月分の国民年金保険料を重複して納付しているので、還付

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人に係る特殊台帳（国民年金被保険者台帳）

及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿により、申立期間に係る国民年金

保険料を納付したことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録により、平成 12 年４月に申立人が国民年

金及び厚生年金保険の裁定請求をしたことによって、社会保険庁（当時）が

申立人に還付すべき国民年金保険料７万 9,200円があることを確認し、同年

５月 15 日に還付決議し、同年６月９日に支払通知を作成したことが確認で

きるとともに、申立人に還付決定された国民年金保険料額は申立期間の保険

料額と一致するなど不合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付

を疑わせる事情も見当たらない。 



また、申立期間①は、申立人が共済組合に加入していた期間であり、国民年

金に加入できない期間であることから、保険料が還付されていることに不自然

さは無い上、申立人に聴取しても還付金を受け取っていないというほかに還付

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

２ 申立期間②については、申立人が所持する二枚の領収証書（昭和 36 年４月

から 47年３月までの保険料を特例納付した領収証書及び 46年７月から 47年

３月までの保険料を過年度納付した領収証書）における納付期間の記載により、

昭和 46年７月から 47年３月までは、納付期間として重複していることが確認

できる。 

しかしながら、上記の特例納付した領収証書を見ると、申立人は、第２回特

例納付実施期間において 10年（120か月）分の保険料（10万 8,000円）を一

括で納付していることが確認できるところ、当該領収証書に記載されている納

付期間は昭和 36年４月から 47年３月までとなっており、当該期間は 11年（132

か月）であることから、納付期間に係る記載が誤り（正しくは昭和 46 年３月

まで）であることが確認できる。 

また、通常、特例納付は先に経過した期間から納付していくことが基本であ

り、特例納付された時点（昭和 49 年７月１日）において未納であった期間の

うち、先に納付期限が経過している昭和 36 年４月から 46年３月までの 10年

（120か月）分の保険料を納付すべきところ、特殊台帳においても、同じ収納

記録となっており、申立期間②に係る保険料を特例納付した領収証書で納付し

たものと認めることはできない。 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を還付されていないものと認める

ことはできず、また、申立期間②の国民年金保険料を重複して納付していたも

のと認めることはできない。 



広島国民年金 事案 965 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年４月から 58年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 58年９月まで 

私は、老後は年金があった方がよいと思ったので、昭和 56年 10月に、Ａ

区役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、その後は滞ることなく、毎月、

国民年金保険料を納付してきた。 

ところが、私の国民年金の記録では、昭和 56年４月から 58年３月までは

申請免除期間になっており、同年４月から同年９月までは未納となっている

が、申請免除をした覚えも無く、未納となっていることにも納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56年 10月に国民年金の加入手続を行い、国民年金手帳の交

付を受けたとしているところ、申立人に係る国民年金手帳記号番号の前後の手

帳記号番号の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人は、53 年６月ごろ

に加入手続を行ったことが推認できる。 

また、申立人は保険料を毎月納付していたとしているところ、Ａ区役所が保

管している昭和 45年度から 58年度の年度別納付状況リストによると、申立期

間における申立人の保険料の納付方法については「Ａ０」と記載されており、

これについて、所轄の年金事務所は、納付書による３か月納付を表すと回答し

ている。 

さらに、申立人は、加入手続をしたと推認される時期から申立期間前の昭和

56 年３月までは保険料が未納であり、当該期間について申立人は保険料を納

付する意思が無かったか納付できない状況であったことがうかがえ、その後、

申請免除の手続をしたとしても不自然ではない。 

加えて、当時の保険料の免除基準は、ⅰ）被保険者又は被保険者の属する世

帯の世帯主若しくは被保険者の配偶者の所得につき、所得税法の規定により計



算した前年分の所得税があるときは、当該被保険者の保険料は免除しないこと、

ⅱ）被保険者、被保険者の属する世帯の世帯主及び被保険者の配偶者のいずれ

にも、その年度分の市町村民税が賦課されていないときは、当該被保険者の保

険料は免除することを原則的な取扱いとし、一人世帯の申立人は、申立期間当

時、父親からの仕送りで生活していたと供述していることから、申立人は、所

得税及び市町村民税の課税対象となっておらず、申立期間のうち、昭和 56 年

４月から 58年３月までの期間は申請免除の対象となり得ると考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



広島国民年金 事案 967 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年 11月から 59年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 58年 11月から 59年６月まで 

私の国民年金の加入手続は、20 歳になった時に母親が行い、保険料は父

親の預金口座から、両親及び姉の保険料と一緒に引き落とされていたと母親

から聞いていたにもかかわらず、申立期間が未加入となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった時に、母親が国民年金の加入手続を行ったと主張

するが、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の資格取得者の状況から、平

成３年 12 月ごろに払い出されたものと推認される上、申立人の加入手続を行

ったとする母親から聴取しても、申立人が海外から戻った同年 12 月ごろに、

申立人と二人で市役所に出向いて、国民年金の手続を行ったことは記憶してい

るものの、申立期間当時の加入手続の状況は具体的に記憶していない。 

また、申立人の国民年金の資格取得日は、厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した平成元年８月 11 日とされていることから、申立期間は国民年金の未加

入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立期間の保険料の口座振替に利用していたとする父親の預金口座

における昭和 57年４月から 61年３月までの取引履歴を見ると、３か月ごとに

二人分の保険料が引き落されていることが確認できるが、当該保険料は、オン

ライン記録上、申立期間を含め国民年金保険料を完納している申立人の両親の

保険料と考えるのが自然であり、申立人の保険料が口座振替されていた事実は

確認できない。 

加えて、申立人が一緒に保険料を口座振替していたとする申立人の姉は、オ

ンライン記録上、昭和 57 年 10 月から 62 年３月までの国民年金加入期間 24



か月のうち、ほとんどの期間が未納とされており、ほかに申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1562 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 28年２月１日から 34年４月 30日まで 

私が昭和 28年２月１日から 34年４月 29日まで勤務したＡ社での厚生年

金保険被保険者期間について、脱退手当金を受け取ったことになっている

が、私は受給した覚えは全く無い。 

社会保険庁（当時）の年金記録における私の生年月日が間違っており信

憑
ぴょう

性が無いように思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者台帳及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿におけ

る申立人名の記録を確認した結果、生年月日は異なるものの、現在、申立人

のものとされている記録のほかに申立人の記録は見当たらないことから、当

該記録は、申立人の記録と認められるところ、申立期間の脱退手当金は、支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約２か月後の昭和 34 年６月 29 日に支給決定されているほか、申立人

の被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等

を、社会保険庁から当該脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回

答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人は、申立事業所を退職して１年後の昭和 35 年５月に婚姻して

いる上、公的年金には 20 年以上加入しておらず、申立期間が通算年金制度創

設前であることを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給したことに不自然

さはみられない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1563 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 平成２年８月１日から６年 10月１日まで 

私は、昭和 63年６月１日からＡ社に勤務していた。同社に勤務していた

期間のうち、平成２年８月から６年９月までの期間について、昇給してい

るにもかかわらず、オンライン記録の標準報酬月額が、実際に受け取って

いた給与総支給額に比べて低く、納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立事業所の申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し

立てているところ、申立人は、申立てに係る保険料控除額及び報酬月額を確

認できる資料を所持していない上、申立事業所は既に閉鎖されており、当時

の事業主に文書照会を行ったが回答を得ることができず、当時の状況を確認

することができないことから、申立期間の報酬月額及び保険料控除額につい

て確認することができない。 

また、オンライン記録を見ても、申立人に係る標準報酬月額の記録が遡及
そきゅう

して訂正されているなどの不自然な点はみられない。 

さらに、申立人は昇給しているにもかかわらず、オンライン記録の標準報

酬月額に昇給分が含まれておらず、実際に受け取っていた給与総支給額に比

べて低くなっていると申し立てているところ、申立事業所において、申立期

間に在籍していた被保険者の標準報酬月額を見ると、申立人と同じように標

準報酬月額が変わらない者及び従前の標準報酬月額と１等級変動している者

が多く見られるが、申立期間中に標準報酬月額が２等級以上高くなっている

者も見られることから、申立事業所が申立人の標準報酬月額を意図的に低く

届け出たことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料控除に

ついて、確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1564 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 19年４月から 22年 10月まで 

    私は、海員養成所で同級生二人と３か月勉強した後の昭和 19 年４月ごろ、

Ａ社のＢ丸で当該同級生の一人と一緒に船員として働き始め、22 年 10 月

ごろまで働いていたが、船員保険の記録が全く無いのはおかしい。 

Ｂ丸に乗船して間もない昭和 19 年４月か同年５月ごろ、Ｃ港を出港した

直後にＣ地区が空襲に遭って市内が燃えているのを見たので、当時、Ｂ丸

で働いていたことは間違いない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が乗船し、働いていたとするＢ丸は、船員保険の被保険者名簿及び

運輸局の船籍原簿に記録があり、申立人が主張する船舶所有者氏名（Ａ社。

ただし、船籍原簿においてはＤ社と記載）、船名が一致していること、また、

申立人の勤務実態の説明が具体的であることから、申立人が当該船舶で勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、旧船員保険法（昭和 14年法律第 73号）第 17条により、被

保険者は「船員法第１条ニ規定スル」船員とされているところ、旧船員法

（昭和 12 年法律第 79 号）第４条により、船員について、「15 歳未満ノ者ハ

船員トシテ之ヲ使用スルコトヲ得ズ」と規定されていることから、申立人は、

申立期間の始期（昭和 19年４月から 20年３月まで）は 15歳未満であり、勤

務していたとしても船員扱いでなかった可能性がうかがえる上、申立事業所

に係る船員保険被保険者名簿において被保険者資格を取得している者は、い

ずれも資格取得時点で、16歳以上であることが確認できる。 

また、Ｅ消防史の記録によると、Ｃ地区の空襲は、昭和 20 年５月＊日に空

襲が始まり、市中央部及び市内がほとんど焼失したのは同年７月とされてい



                      

  

ることから、申立人がＢ丸で勤務し始めたのは、同年４月ごろと推認できる。 

さらに、申立事業所に係る船員保険被保険者名簿には、申立人及び一緒に

勤務したとする同級生の氏名は無く、船員保険被保険者台帳（旧台帳）にお

いても、申立人、一緒に勤務していたとする同級生及び海員養成所で一緒で

あった同級生について、申立期間における船員保険の記録は確認できない。 

加えて、Ａ社におけるＢ丸ほか２隻の船舶の船員保険被保険者名簿を見て

も、連絡先が分かる同僚は確認できない上、閉鎖登記簿謄本を見ても、Ｄ社

における申立期間当時の役員の連絡先は分からず、当時の状況を確認するこ

とはできない。 

   このほかに、申立人が申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1565 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 44年 10月６日から 47年３月 19日まで 

私は、昭和 44年 10月６日にＡ郡Ｂ町にあったＣ事業所に就職し 47年３

月 19日まで勤務していた。 

昭和 40 年当時は社会保険に加入するのは国民の義務だと思っており、当

該事業所においても厚生年金保険に加入し、保険料も控除されていたと思

うが、社会保険庁（当時）の記録では、未加入となっており、納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚３人の回答により、申立人が申立期間において申立事業所に勤務して

いたことが推認できる。 

しかしながら、当該同僚３人は、「申立人は、正社員ではなかった。」と

回答しており、このうち１人は、「申立人は、厚生年金保険に加入していな

かった。申立人は、Ｄ部署にいたが、Ｄ部署は、指導者のみが正社員で、他

の従業員は、給与は出来高払いで出勤日数も定めておらず、厚生年金保険の

加入は本人の希望によっていたが、出勤日数が加入要件に満たない者や給与

の手取りが多い方を選ぶ者が多く、厚生年金保険に加入していた者は少なか

った。」と回答している。 

また、申立事業所の申立期間における従業員数について、前述の同僚は

「Ｅ部署が約５人、Ｄ部署は約 15 人前後はいた。」と回答しているところ、

オンライン記録による申立事業所の被保険者のうち、Ｄ部署の者は８人であ

ることが確認できることから、同事業所では申立期間当時、従業員全員を厚

生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、申立事業所が保管する申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険



                      

  

者資格取得届の控えの中に申立人の名前は無く、健康保険被保険者証の番号

等はオンライン記録と一致している上、欠番は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1566 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20年８月 27日まで 

私は、昭和 19 年４月からＡ社に勤務しており、20 年８月の終戦後その

まま退職することになった。 

同社の厚生年金保険加入記録を確認したところ、脱退手当金を受け取っ

たことになっているが、私は終戦後、会社に行った記憶も無く、脱退手当

金を受け取った記憶も無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間（10 か月）の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険資格喪

失日から約１年６か月後の昭和 22 年３月 19 日に支給決定されているが、19

年 10 月の厚生年金保険法改正により、被保険者期間が６か月以上３年未満の

者が業務外の事由により死亡したとき、その他命令をもって定める場合（戦

争終結による事業所の廃止、休止又は縮小により被保険者がその資格を喪失

したとき）に、脱退手当金を支給することとされているところ、申立人の被

保険者期間や退職理由は、これらの要件に合致する上、脱退手当金は、資格

喪失後１年経過後に請求できることとされていたことから、当該支給決定時

期に不自然さはみられない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳により、脱退手当金が支給され

た記録が確認できるとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の

誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。  

さらに、申立事業所が保管している厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人の氏名の横の欄に「脱退」と記載されていることが確認できるとともに、

同名簿に記載されている申立人以外の者で同様に「脱退」の記載がある６人

についても、全員が申立人と同じく昭和 20 年８月 27 日に被保険者資格を喪

失し、22 年３月 19 日に脱退手当金が支給決定されている記録が確認できる

ことを踏まえると、事業主が代理請求した可能性がうかがえる。 



                      

  

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1568 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 36年４月から 43年 11月まで 

    私は、昭和 36 年４月から 43 年 11 月までの間、Ａ都道府県にあったＢ事

業所に入社し、正社員として働いていたにもかかわらず、申立期間の厚生

年金保険の記録が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において申立事業所に正社員として継続して勤務して

いたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が記憶する所在地に申立ての事業所名と類似する株

式会社Ｂが存在していたことが商業登記簿により確認できるが、同社は厚生

年金保険の適用事業所としては見当たらない上、昭和 47 年４月 15 日に解散

しており、当時の事業主及び役員等の所在が不明のため、申立人の申立期間

における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について、確認することがで

きない。 

また、申立人は、申立事業所の事業主や同僚の名前を覚えていない上、申

立期間において給与から厚生年金保険料を控除されていたか否かは覚えてい

ないとしており、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた事

実を確認できない。 

さらに、申立ての事業所名と類似するＡ都道府県内の事業所（Ｂ株式会

社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間における

健康保険証の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、申立

期間において同社で厚生年金保険の加入記録がある 10 人に照会したが、回答

があった９人は申立人を知らないとしている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たら



                      

  

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 32年３月 31日から 34年９月 30日まで 

    私は、Ａ社の現場代理人として、昭和 32 年３月末から約１年間、Ｂ県で

Ｃ社の下請工事現場に、その後、Ｄ県でＥ社の下請工事現場に赴任し、長

男が誕生した 34 年＊月ごろから約半年間は、Ｆ県内の工事現場で働いてい

た。 

申立期間において、Ａ社の正社員として上記の工事現場に勤務し、健康

保険証ももらっていた記憶があるにもかかわらず、厚生年金保険の記録が

無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の複数の同僚の供述から、勤務期間の特定はできないものの、申立

人が申立期間において、申立事業所が請け負った工事現場に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかしながら、申立期間当時、申立事業所に勤務していた同僚は、「申立

人は、申立事業所の下請現場で作業員の世話焼きとして勤務していたはずで

あるが、正社員ではなく、厚生年金保険にはおそらく加入していなかったの

ではないか。」としている上、Ｂ県内の建設現場で申立人と一緒に勤務した

とする別の同僚は、「自分自身の厚生年金保険の記録は、本社所属の期間は

あるが、現場で勤務していた期間の記録は無い。」としていることから、申

立事業所では、当時、従業員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いではな

かったことがうかがえる。 

また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

おける健康保険証の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、  

申立事業所では、当時の資料が残っていないことから、申立人の勤務実態や

厚生年金保険の適用状況は確認できないとしている。 



                      

  

さらに、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたとする事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、この

ほか申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1570  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 23年 11月１日から 26年 12月 31日まで          

    私は、Ａ所有のＢ丸に昭和 21 年 11 月から 26 年 12 月まで乗船したが、

社会保険庁(当時)の記録では、同人が所有するＣ丸を 23 年 11 月に下船し

た後、Ｄ所有のＥ丸に乗船し、24年４月からは同丸の船主となっている。 

    しかし、私がＣ丸に乗船したのは、昭和 21 年９月に２週間程度で、また、

Ｅ丸に乗船したのは、20 年８月から 21 年９月であり、時期が相違してい

る上、当時は終戦直後で、私は 20 歳代であったことから、船舶を所有する

ような身分ではなく、Ｅ丸の船主となっている記録は誤りである。 

申立期間について、Ｂ丸での船員保険の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、Ｂ丸に乗船していたと申し立てているが、船

員保険の適用事業所として「Ｂ丸」という名称の事業所は見当たらない上、

申立人が同船舶に乗船していたと記憶する同僚５人についても、同船舶に係

る船員保険の加入記録が無い。 

また、Ｂ丸の所有者及び申立人が一緒に勤務していたとする同僚は、死亡

又は所在不明のため事情を聴取することができず、申立人が当該船舶に乗船

していたことを確認することができない上、ほかに申立人が申立期間に係る

船員保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立船舶の船籍港を管轄する海事事務所の船舶原簿及び法務局の

船舶登記簿には、申立てに係る船名及び船舶所有者名が一致する船舶は見当

たらない。 

なお、船員保険被保険者台帳及び船員保険被保険者名簿によれば、申立人



                      

  

は、申立期間の一部について、申立事業所とは別の事業所（Ａ所有のＣ丸及

びＤ所有のＥ丸）において、船員保険に加入していたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 平成 11年１月１日から 16年９月１日まで 

私は、昭和 51 年から平成 18 年９月までＡ社に勤務していたが、同年９

月に腰を痛め、傷病手当金の請求をしたところ、標準報酬月額が非常に低

いことに気づき、社会保険事務所（当時）で被保険者記録を照会してみる

と、11 年から 18 年までの標準報酬月額が私の持っている給与明細書の支

給額に係る標準報酬月額よりも低額になっていた。時効となっていなかっ

た平成 16 年９月から 18 年８月までの２年間は会社に訂正してもらったが、

時効で訂正できなかった期間は、第三者委員会に申立てが可能であると社

会保険事務所で聞いたので、正当な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が給与支給額に比べて低額となってい

ると主張しているところ、申立人が提出した給与明細書により、申立期間に

係る給与支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を

上回ることが確認できる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる

ところ、オンライン記録の標準報酬月額は、当該給与明細書及び申立事業所

が提出した賃金台帳により事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額に見合う標準報酬月額を上回っていることが確認できる。 



                      

  

また、申立事業所から提出された平成 10 年から 16 年までの健康保険厚生

年金保険被保険者標準報酬月額決定通知書により、事業主が申立期間につい

てオンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所に届け出たことが

確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年１月から 52年 12月まで 

私の夫は、昭和 48 年１月から 52 年 12 月までＡ事業所に勤務し、厚生年

金保険料を給料から控除されていたが、その期間の厚生年金保険の加入記

録が無いことに納得できない。 

       （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立人が申立期間において申立事業所で勤務し、厚生年金

保険に加入していたと申し立てている。 

しかしながら、申立事業所は、厚生年金保険の適用事業所としての記録は

無く、同事業所の所在地を管轄する法務局には商業登記の記録も無い。 

また、申立人の妻によれば、申立事業所の事業主及びその妻は既に死亡し、

申立人も既に死亡している上、申立人の妻は申立人の同僚を記憶していない

ことから、関係者から申立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適

用状況を聴取することができない。 

さらに、申立人の妻が主張するとおり、申立人が厚生年金保険に加入して

いたとすれば、申立人の妻は国民年金の任意加入被保険者となるところ、同

人は、申立期間当時、国民年金の強制加入被保険者となっている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 51年４月から同年９月まで 

私は、昭和 51 年３月末に、Ａ社を退職し、すぐにＢ社に勤務し、厚生年

金保険料を給料から控除されていたが、申立期間が厚生年金保険に未加入

となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、申立事業所に継続して勤務し、給与から厚生

年金保険料を控除されていたと申し立てている。 

しかしながら、申立事業所における申立人の雇用保険の加入記録は、厚生

年金保険の記録と一致している上、申立事務所において昭和 51 年９月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚は、「申立人は自分より後に

申立事業所に入社した。」としていることから、申立人の申立期間における

勤務実態は確認できない。 

また、申立事業所の社会保険及び雇用保険に関する手続を行っていたＣ社

は、「申立期間当時は、入社直後に厚生年金保険の手続を行っており、空白

期間が生じることは考え難く、申立人の雇用保険の加入が昭和 51 年 10 月１

日となっていることからすると、雇用保険の加入と同時に厚生年金保険に加

入したものと考えられる。」としている。 

さらに、申立人が申立事業所に同時期に入社したと記憶する同僚は、昭和

51 年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認でき

る上、別の同僚 10 人に照会した結果、全員が自身の勤務期間と厚生年金保険

の記録とは一致していると回答していることから、申立人が申立期間当時、

申立事業所に勤務し、厚生年金保険に加入していたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認



                      

  

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


